
分野参考様式第７－１号（特定技能所属機関） 
 

造船・舶用工業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書 
 
出入国在留管理庁長官 殿 
 

特定技能所属機関 
氏名又は名称 
住    所 

特定技能外国人 
氏    名 
性    別 
国籍・地域 
生 年 月 日 

 
記 

造船・舶用工業分野における上記の特定技能外国人を受け入れるに当たり、以下の事項について誓約

します。 

【誓約事項】 

１．１号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の特定技
能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第１号に係るものに限る。以下同じ。）をもって在留する外国人を
いう。）を雇用する場合にあっては、当該外国人に従事させる業務が、溶接（手溶接、半自動溶接）、塗装（金
属塗装作業、噴霧塗装作業）、鉄工（構造物鉄工作業）、仕上げ（治工具仕上げ作業、金型仕上げ作業、機械組
立仕上げ作業）、機械加工（普通施盤作業、数値制御施盤作業、フライス盤作業、マシニングセンタ作業）又
は電気機器組立て（回転電気組立て作業、変圧器組立て作業、配電盤・制御盤組立て作業、開閉制御器具組立
て作業、回転電気巻線製作作業）のいずれかであること。 

２．２号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の在留資格（同表の特定技能
の項の下欄第２号に係るものに限る。）をもって在留する外国人をいう。）を雇用する場合にあっては、当該外
国人に従事させる業務が溶接（手溶接、半自動溶接）であること。 

３．特定技能雇用契約において特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表の特定技能の在留
資格をもって在留する外国人をいう。以下同じ。）を労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保
護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第１号に規定する労働者派遣の対象とするものではない
ことを定めること。 

４．国土交通省が設置する造船・舶用工業分野に係る特定技能外国人の受入れに関する協議会の構成員であるこ
と、又は、特定技能外国人を受け入れていない場合にあっては、特定技能外国人を受け入れた日から４か月以
内に協議会の構成員となること。 

５．協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

６．国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 

７．登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画の全部の実施を委託する場合にあっては、下記(1)～(3)までの
いずれにも該当する登録支援機関に委託していること。 

(1) 協議会の構成員であること、又は、造船・舶用工業分野に係る１号特定技能外国人の支援を実施していな
い場合にあっては、支援を実施する１号特定技能外国人を、委託をした特定技能所属機関が受け入れた日か
ら４か月以内に協議会の構成員となること。 

(2) 協議会に対し、必要な協力を行うこと。 

(3) 国土交通省が行う調査又は指導に対し、必要な協力を行うこと。 
（注）誓約事項を遵守することができなくなった場合は、その旨出入国在留管理庁長官及び当該分野を

所管する関係行政機関の長に対し、報告を行うこと。 
 

作成年月日       年  月  日 
 
作成責任者                


